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 連合総研は連合の委託で「雇用と人事処遇の将来展望調査研究委員会」（主査・都留康一橋大

学経済研究所教授）を設置し、「連合第２次賃金政策」策定のためにアンケート調査を実施した。 

 調査の結果、能力主義の徹底、成果主義の導入には47.7%が賛成して多数を占め、個人成績によ

る賃金変動を容認する人も少なくなく、民間部門を中心に、企業内賃金格差は確実に拡大してい

るとの結果を得た。しかしながら、その運用については、透明性、公平性、納得性の点で不満を

訴える組合員が多く、また、人事制度の問題点としては、評価基準の明確性や一貫性の欠如が多

く指摘された。 

 新たな賃金制度の設計、目標管理制度の運用、人事考課に関わる情報公開への努力、人事考課

結果のフィードバック、評価結果に不満があるときの苦情処理などの領域で、労働組合が積極的

に関与すべき事項はきわめて多岐にわたる。公正・透明な評価制度の確立に向け、今後ますます

労働組合の積極的な関与が必要である。 
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